
 

第５回審議会における各委員からの作成依頼資料 

 

⑴ 国の標準化システムに本市システムをどのように適合させるかについて 

 （国の標準化モデルと京都市の独自システムとの互換性・整合性） 

【上村委員】 

 ○ 国において，自治体のシステム構築・保守管理の大幅な効率化をめざして，

令和 7年度を目途に，自治体の業務プロセス・情報システムの標準化を進めて

いる。 

○ 現在，市町村の業務のうち，システムの規模が大きく，相互のシステム連携

が必要な 17 業務の「標準仕様書」を国が順次，作成しているところであり，標

準化システムの仕様については，現時点で詳細な内容が明らかになっていない。 

 ○ 今後，国の標準仕様書が作成された後，それを基に開発事業者が標準化シス

テムの開発を行い，そのシステムを自治体が導入していく予定 

 ○ 国の標準化システムは原則として，自治体独自のカスタマイズを行わずに導

入することを前提としており，現在，活用している自治体の情報システムは順

次，業務の見直しを行いながら国の標準化システムへ移行していく（乗り換え

る）ことになる。 

 

 行政システムの標準化の概要は別紙１のとおり 

 

⑵ 市民からいただいた税金以上のお金を施策に配分できる仕組み【中村委員】 

 別紙２のとおり 

 

⑶ 人件費関係資料【小西会長ほか】 

人件費の課題分析の掘下げや前回有識者会議の提言に対する取組等については，

第 7回審議会で提出する予定 

 

＜参考＞ 

このほか，第１回審議会において，宗田委員から作成依頼があった 

① 市域全体の面積に占める固定資産税の課税面積の割合（他都市比較） 

② 本市が過去に導入した法定外税 

③ 京都市税制研究会最終報告書（H16.8）における提案内容に関する取組状況 

④ マンション・インバウンド等の増加が税収増加に与えた影響 

については，資料５「税収から見る本市の財政状況」の本体資料及び末尾の参考資

料にまとめている。 

 

資料３ 
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０
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４

３
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９
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０

０
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２

２
万

円
借

金
返
済

９
７
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